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1　研究の目的と背景
我が国は地震の多発国であり、毎年のように大きな被害

がもたらされている。特に活断層の活動による地震は、内
陸部の地下浅い場所で発生するため、被害がより甚大にな
るという特徴がある。したがって、活断層から発生する地
震を少しでもより適確に予測できるようにすることが、効果
的な地震防災を行うという観点から非常に重要なことであ
る。近年、全国的規模で活断層の調査研究が推進され、
多くのデータが得られているが、それらに基づく将来予測
についてはまだ十分なものとは言えない。しかしながら、
十分に確からしい情報でなくても、現時点において可能な
限り合理的かつ統一的な考え方に基づいた情報を社会に
発信することは、一研究者としてまた地質の調査をミッショ
ンの一つとしている研究機関として非常に重要なことと考
え、本研究を実施した。

活断層とは、過去から繰り返し活動し、今後も活動して
大地震を発生させる可能性のある断層のことである。その
活動の繰り返し間隔は、通常千年から数万年と非常に長

い。1 回の地震の際に断層がずれ動く量は数メートル程度
であるが、数万年、数十万年と繰り返し同じ方向にずれ動
くことにより、数十メートル、数百メートルのずれが累積し、
その結果、そのずれが上下方向であれば隆起する側は山地
となり、沈降する側は盆地や平野となる。また横ずれ（水
平方向のずれ）であれば、谷や尾根が大きく屈曲する。こ
のような地形学的観点からの活断層の研究は、1960 年代
から70年代前半にかけて急速に進展した。その背景には、
日本列島が太平洋のプレートに押されて圧縮されていると
いうプレートテクトニクスの考え方が普及したことがあげら
れる。すなわち、活断層の活動によって、日本列島の山地
や盆地の地形が発達してきたというわけである。このよう
に、活断層研究は、「なぜ山は高いのか？」という地形学、
地質学の究極のテーマの一つを解明しようという研究とし
てスタートしたのであり、これが第 1 種基礎研究と位置づ
けられるということができよう。

その一方で、活断層の活動により大地震が発生するとい
う観点から、活断層の過去の活動時期と活動頻度から将
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来の地震発生を予測しようという研究が、1970 年代後半
から始まった。手法としては、活断層をまたいで溝（トレン
チ）を掘削し、活断層による地層のずれと地層の年代から
過去の断層活動時期を明らかにしようとするものである（図
1）。この方法はトレンチ調査法と名付けられ、1980 年代
に入り各地で行われるようになる。トレンチ調査法の普及
により、活断層の過去の活動 （過去の大地震）についての
さまざまなデータが蓄積し、それらはやがて「古地震学」
（Paleoseismology）という学問として集約される。これは、
従来の地震学が現在の地震観測を中心としたものであった
のに対し、地質学的な過去からの活動の繰り返しを解明す
ることによって、将来の大地震発生時期の予測ができると
いう期待によるものである。つまり、活断層の研究が社会
への活用、すなわち第 2 種基礎研究へと進化したことを示
している。

活断層の重要性が広く一般に印象づけられたのは、
1995 年の阪神・淡路大震災（兵庫県南部地震）であった。
この地震が活断層の活動によるということがマスコミ等を
通じて広まり、社会での「活断層」の認知度が急上昇す
ることになった。それと同時に、この地震を契機にして
政府に地震調査研究推進本部が設置され、全国的な規
模で活断層調査が推進されるとともに、活断層の長期評
価（確率予測）が開始された。これは、全国の主要断層
帯（当時は 98 断層帯）のそれぞれについて、今後 30 年、
50 年、100 年間に発生する地震の規模とその発生確率
を評価し、各断層帯毎にその数値を公表するという世界
的に見ても例のない画期的なものである。これにより、
活断層研究の成果を製品化する一つの道が示されたと言
える。

2　活断層と地震規模の関係
将来の地震を予測する際には、地震の場所および発生

時期の予測とともに、その規模の予測が重要である。地震
の規模は、その地震の際に活動する活断層の長さおよびず
れの量に比例する。また 1 回のずれの量は活断層の長さ
に比例すると言われている。したがって、将来発生する地
震の規模の予測については、その地震に関連すると考えら
れる活断層の長さを見積もる必要がある。

活断層の長さと言っても、日本列島には非常に多くの活
断層が、網の目のように分布しており、どこからどこまでを
一つの活断層とするか、判断しにくいケースがしばしば起
こりうる。さらに、これまでの調査研究から、ある活断層
のある地点では、過去からほぼ同じような間隔で、ほぼ同
じ規模のずれを繰り返していることが、地質学的、地形学
的な証拠として多くの場所で報告されている。ところが、
歴史的な地震の記録や詳細な地質調査により、ある地域
で繰り返される地震の際に活動する活断層の範囲は、地震
ごとに異なることがあり、必ずしも同一範囲で活動している
わけではないことがわかってきた。

たとえば、1891 年の濃尾地震（マグニチュード 8.0）で
は、岐阜県と福井県にまたがる濃尾断層系が活動し、断
層帯中部の根尾村（現本巣市）水鳥（みどり）では、高さ
約 6m の断層のずれが現れたことで知られている。この断
層帯は、断層の分布形状からは、温見（ぬくみ）断層、根
尾谷断層、梅原断層と、その他の小規模な活断層で構成
される（図 2）。1891 年の地震の際は、これらのうち温見
断層の西半分、根尾谷断層、それと梅原断層が同時に活
動し、地表にずれが生じたことが記録に残されている [1]。
ところが、この断層の過去の活動を調査すると、温見断層
と根尾谷断層、さらに梅原断層では、過去の活動時期が

岐阜

名古屋

福井

0 20 km

温
見
断
層

根
尾
谷
断
層

3
6
.0
N

137.0E

琵琶湖

梅原断層

図1　活断層のトレンチ調査の例（福井県大野市の濃尾断層帯
温見断層）
この活断層は1891年の濃尾地震で活動したことが知られている。地
表の段差が1891年にずれたもの。下の地層（より古い地層）ほど大き
く上下に食い違っていることから、断層のずれが繰り返し累積してい
ることが読み取れる。

図2　濃尾断層帯とその周辺の活断層の分布
太線が1891年濃尾地震の際に活動した断層。破線は推定断層。
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異なることが判明してきた [2][3]。つまり、過去のある時期に
おいては、温見断層と根尾谷断層、根尾谷断層と梅原断
層は同時に動かなかったことがわかってきたのである。

ここで一つの問題が生じる。地震のたびに断層が破壊
する範囲（すなわち断層の長さ）が異なるのであれば、断
層の長さとずれの量は比例するので、ある地点でのずれの
量は毎回大きく異なるということになる。さらに、断層の平
均的なずれの速度（平均変位速度）は長期間にわたりほぼ
一定と考えられるので、仮に毎回のずれの量が大きく異な
るのであれば、それに伴い断層の活動間隔（地震の発生間
隔）も毎回異ならなければならない。ところが、先に述べ
たように地形学的、地質学的な研究からは、ある地点に限
れば過去の毎回のずれの量は大きくは変化しないという結
果が得られている。また、もし仮に毎回の地震のたびに断
層のずれの量と活動間隔が異なるとすると、最初に述べた
活断層の活動の周期性の本質そのものが覆されることにな
り、将来の地震発生予測が困難となってしまう。

このことを矛盾なく合理的に説明するモデルとして、著者
らはカスケード地震モデルに着目した。このモデルは、長
さ数百キロメートル以上という長大な活断層での地震発生
モデルとして、米国カリフォルニア州の活断層で採用された
ものである [4]。連続する長大な活断層を固有のずれ量と活
動間隔を持つ複数の活動セグメント [5] に分割し、それらの
セグメントが固有の繰り返しを保ちながら、あるときは隣接
するセグメントと連動し、活動するというモデルである。

カスケード地震モデルの最大の特長は、大規模な断層活
動を活動セグメントの連動と捉えることで、断層活動の範
囲値に関係なく、活動セグメントの長さを固定できることで
ある。そうすることにより、断層長と地震時の変位量、地
震規模の比例関係を保ったままで、ある地点での地震時変
位量を一定にすることができ、ある地点での断層活動の繰
り返しをきわめて単純に説明できる。したがって、現時点
では地形学的、地質学的な研究結果を適用して予測を実
現するための最も現実的なモデルとして、カスケード地震モ
デルを採用することにした。

カスケード地震モデルの模式的な図を図 3 に示す。従
来、活断層は地理的な分布形状から特に基準もないままに
「○○断層」という名称が与えられ、区分されてきた。た

だし、この名称が与えられた範囲が必ずしも次回の地震を
発生させるとは限らないため、断層の長さから地震規模を
推定することもできない。そこで、これらの活断層を従来
の断層名にとらわれることなく、過去の活動履歴や分布形
状などの一定の基準で、地震を発生させる「単位」として
の活動セグメントに区分（ここでは A 〜 D に 4 区分）する。
そして、それらが単独で、あるいは隣接するものが連動す
ることにより地震を発生させると考えることにより、個別の
断層（活動セグメント）の長さとその連動性から地震の規
模を予測することができるということである。

このモデルを日本の小規模で複雑な活断層に適用するた
め、まず過去に活動した記録のある地震断層のデータを
整理し、活動セグメント区分の基準と地震規模との関係に
ついての試案をとりまとめた [6]。そして近畿地方を例に、
活動セグメント毎の将来の地震発生確率を試算し、公表し
た [7]。この試算結果はあくまで一つの研究結果に過ぎない
が、あるモデルに基づく論理的推論によって得られた評価
結果として意味づけられるものである。

3　全国主要活断層活動確率地図の出版
この研究をさらに発展させ、地震災害リスクの軽減のた

めに実際に社会に活用するためには、全国的な規模でのこ
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図3　活動セグメント区分模式図
図4　全国主要活断層活動確率地図で採用した活動セグメント
の区分基準
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のモデルの適用が必要不可欠であった。そこで、著者が
中心となって「全国主要活断層活動確率地図」[8] の作成作
業を開始することになった。

まず、活動セグメントの区分の基準を図 4 のようにまと
め、これにしたがって全国の活断層分布図を基に活動セグ
メントの区分作業を行った。また、全国の活断層をカバー
するとなると、当然のことながら、多くの調査がなされデー
タの充足度の高い活断層と、ほとんど具体的なデータが
得られていない活断層が混在することになる。この地図で
は、このような場合にも全国統一的な値を得ることを重視
し、全くデータが得られていない場合でも、原則として「不
明」とはせず、暫定値、経験値などを使って何らかの評価
値を求めるという方針で、全国をカバーすることを優先させ
て作業を進めることで、本格研究における「製品化」を目
指した。

評価の対象とした活断層は、全国の長さ 20 km 以上の
活断層で、区分した活動セグメントの数は 547 にのぼる。
このうち、長さ10 km 以上で一定以上の活動度を持つ 295
の活動セグメントについて、既存データ等に基づいて平均
変位速度や 1 回の地震時のずれの量、過去の活動時期な
どのパラメータを推定し、将来の活動確率を計算した。そ
して、この活動確率の値によって色分けした活動セグメント

位置を日本地図上に図示した（図 5）。
この「全国主要活断層活動確率地図」は 2005 年 9 月に

産総研地質調査総合センターより、無事出版に至った。こ
の地図により、全国に分布する活断層について、地域によ
るデータの粗密に起因する信頼度の差はあるものの、全国
統一的な基準による比較が可能となった。全国統一的な
基準での比較が可能になったことにより、たとえば損保業
界や広域インフラ関係におけるリスク評価などへの活用が
進展してきており、個々の活動セグメントの評価基準を明
示したことで、たとえば異なる基準での評価が必要なユー
ザーにも対応可能とした。

この評価は、当然のことながら、一研究機関が一つの
研究成果として作成したもので、製品としては一つのプロト
タイプである。したがって、委員会の合議によって判断さ
れた一つの公式見解である政府の地震調査研究推進本部
の長期評価とは、明らかに性格を異にするものである。結
果として示された数値についても大きく異なっている場合も
あり、一部には社会の混乱を懸念する声も聞かれた。また、
暫定値や経験則を用いて推定した数値に基づく結果である
ことから、個々のデータを重視する研究者（特に地形・地
質分野の研究者）からは、データが不十分な活断層まで
無理に評価すべきでないという意見も多く聞かれた。
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図5　全国主要活断層活動確率地図[8]（近畿地方の拡大図部分）　
数字は活動セグメント番号を示す。
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しかしながら、実際の地震発生の評価の困難さを考える
と、多様な評価結果が存在するのは当然のことで、その中
の一つの評価結果として数字を出したということに意味が
あると考えて公開した。

結果として、この「全国主要活断層活動確率地図」は損
保業界などからは一定の評価を得るとともに、評価結果の
データを基礎データとして使用したいという問い合わせが
相次いだことからも、社会へのインパクトは示されてきてい
ると言えよう。

4　予測の限界と今後の課題
このように「全国主要活断層活動確率地図」は統一的な

モデルに基づく全国評価という面で画期的なものであった
が、なお活動セグメント間の連動性の評価については困難
で、将来発生する地震の規模を直接予測するには至ってい
ない。これについては研究を継続中であるが、二つの活動
セグメントが過去の地震で同時に活動したか、ある時間差
をおいて活動したのかを判別するのは、地質学的な調査に
よる時間分解能をはるかに越えており、この手法の限界と
言わざるを得ない。そこで、この問題を解決するために、
最近発生した地震の歴史記録を収集するとともに、研究セ
ンターの他のメンバーによって、動的破壊の数値シミュレー
ションにより、断層の分布形状と破壊の伝播との関係を探
る研究が進められているところである [9]。

また、近年のいくつかの被害を伴った地震を見ると、
2004 年の新潟県中越地震（マグニチュード 6.8）のように、
活断層沿いで発生したにもかかわらず活断層に大きなずれ
が生じなかった例があるほか、2008 年岩手・宮城内陸地
震のように、明瞭な活断層が確認されていなかった場所で
もマグニチュード 7.2 という規模の地震が発生したりしてい
る。これらの地震については、これまでの評価手法では予
測不可能と言わざるを得ない。

さらに、各地で活断層の詳細な調査が進められた結果、
いくつかの地点で活断層の過去の活動間隔が必ずしも一定
ではないことを示すデータも得られつつある。これについ
ては、調査データの不備であったり、調査地点の特殊性に
よる例外である可能性も残されているが、活断層の活動の
周期性についての根本に立ち返ってモデルを見直すことも
今後必要である。

一方、2008 年岩手・宮城内陸地震のようないくつかの
例外的な事例に引きずられて、むやみにモデルを複雑にし
た結果、そのモデルによる評価に耐えるだけのデータが得
られていない断層についての評価ができなくなるようでは、
本末転倒のように思える。自然現象には例外がつきもので
あり、何が例外かという見究めが非常に重要であると思わ

れる。地震発生の長期的予測の検証には、数千年、数万
年という時間が必要であり、検証が事実上不可能な中で、
いかに単純で汎用性のある妥当なモデルを構築するかが今
後の課題でもある。

5　むすび
以上のように、活断層から発生する地震の予測について

は、この 10 年あまりの間に画期的な進歩を遂げた。しか
しながら、なお社会が必要としているものとのギャップは
非常に大きいと感じることがしばしばである。たとえば、
ある予測と異なる地震が発生した際に、「この地震は特殊
で例外的なものでした」と言っても、社会には通用しない。
その意味で本研究の達成度はまだまだ低いといわざるを得
ないと考えている。また別の問題として、日本社会にはい
わゆる「お墨付き」を求める傾向が根強く、それが行政に
対する責任転嫁につながり、その結果、行政は確実なこと
しか公表しないという傾向にあるように思える。

今後、活断層の活動予測をできるだけ正確に、かつ、
網羅的に社会に提示し、地震に対する備えとして活用して
もらえる知的基盤を整備することが、筆者の社会的責務で
あると考えている。十分な正確さで、完全に網羅的な情報
を提示することがいきなり実現できるわけではないが、全
国規模での調査結果の出版はその第一歩として意義のある
ものだと考えている。この研究手段が有効であったかどう
かについては、今後、この研究成果に対して社会がどう動
いたかによって、評価されていくと考える。
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質問・コメント（富樫 茂子：産総研評価部）
活断層の地質学的研究に基づき、第 2 種基礎研究として地震活動

確率予測を実施し、地震災害の軽減に資する成果を公表して社会に
貢献することにより、本格研究を実践しており、Synthesiology 掲載
論文として推薦できます。ただし、内容については以下の議論 2 に
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指摘するように説明不十分な点やSynthesiology としての観点から追
加すべき点があります。また、当初論文に記述されていた活断層、断
層、起震断層など言葉の定義を記述してください。

回答（吉岡 敏和）
本文冒頭に、地震防災における本研究の意義に関する記述を加え

ました。また、末尾に以下のように、筆者としての考え方を記述しま
した。
「活断層の活動予測をできるだけ正確に、かつ、網羅的に社会に

提示し、地震に対する備えとして活用してもらえる知的基盤を整備す
ることが、筆者の社会的責務であると考えている。十分な正確さで、
完全に網羅的な情報を提示することがいきなり実現できるわけでは
ないが、全国規模での調査結果の出版はその第一歩として意義のあ
るものだと考えている。この研究手段が有効であったかどうかについ
ては、今後、この研究成果に対して社会がどう動いたかによって、
評価されていくと考える。」

また、「活断層」という用語は一般的にも使用される用語のため、
定義は人や場面によって異なることもありますので、定義を明確にし
て追加しました。当初記述されていた起震断層等の表現は用語の混
乱をさけるために削除しました。

議論2　研究手段の選択とその有効性検証
質問・コメント（持丸 正明）

研究手段の選択とその有効性検証を、できるだけ科学的に記述し
てください。この論文で構成学的に重要なポイントは 2 点あると思い
ます。第一は、カスケード地震モデルの適用、第二は全国規模での
調査と出版です。たとえば、最初のカスケード地震モデルですが、な
ぜ、このモデルを適用しようと考えたのか、他の選択肢はなかったの
か、というあたりが構成論的に重要なポイントです。当然、そのカスケー
ド地震モデルを適用したことの検証も重要です。

同様に、全国調査と出版という手段を選択した理由、ほかに方法
はなかったか、近畿圏を全国に拡げたことで社会的にどういう効果
を期待し、その結果はどうだったか、また、学術的な副産物はあっ
たのか、委員会を構成しコンセンサスをとることよりも一研究所として
のデータにこだわったのはなぜか、そのような手段はどういう「いい
こと」をもたらしたか、などなど。そして、はじめに掲げた目標（夢）
がどこまで達成できたのか、どういう限界があり、それにどう立ち向
かっていくのか、をまとめて頂ければよいと思います。

質問・コメント（富樫 茂子）　
カスケード地震モデルについて、原理を簡潔に記載し、カスケード

地震モデルを選択した理由や、数値シミュレーションへの展開の実
際、他のモデルとの関係を具体的に記述してください。

予測の限界に関しては、現状では、他のモデルによる予測の精度
が、社会の要請に追いついてきていないのは事実ですが、長期的に
みれば、地震のメカニズムにまで迫った研究は、予測精度を高めるた
めには必須です。これらのモデルとの関係を客観的に述べてください。

一方、地震災害の軽減による社会への貢献に関する課題としては、
著者らが行ってきた「全国主要活断層活動確率地図」の発行のよう
に、予測信頼性の低い場合も含めて単純で汎用性のあるモデルによ
る結果を提起していくことは今後も非常に有効な考え方だと思いま
す。その有効性検証として、社会での反響をより明示的に示すべきで
す。

回答（吉岡 敏和）
カスケード地震モデルでは、複数の活動セグメントの連動性につい

て固有の規則性は問いません。全くランダムに連動することもあり得
ます。ただ、連動には何らかの要因があると考え、数値シミュレーショ
ン等で検討しています。説明を追記しました。

動的破壊の数値シミュレーションについては、活断層・地震研究セ
ンターとして、さまざまな断層形状を想定した動的破壊シミュレーショ
ンにより複数の断層破壊の連動性を検討しています。ただし、本論
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は断層活動繰り返しモデルとしてのカスケード地震モデルの採用に重
点を置きましたので、動的破壊シミュレーションについては、あえて
文献を引用するにとどめました。

カスケード地震モデルは断層活動の繰り返しモデルの一つであり、
震源の破壊過程を示したモデルではありません。したがって、動的
破壊の数値シミュレーションによる断層の分布形状と破壊の伝播モデ
ル、地震発生過程の物理モデル、活断層周辺の応力状態の観測解
析や地質構造把握によるモデル等と対峙するものではなく、当然共

存も可能です。なお、予測精度を高めるための研究については、別
途進めるべきであることを本文に追記しました。

社会での反響として、以下のように本文の記述を追記しました。「こ
の「全国主要活断層活動確率地図」は損保業界などからは一定の評
価を得るとともに、評価結果のデータを基礎データとして使用したい
という問い合わせが相次いだことからも、社会へのインパクトは示さ
れてきていると考えています」。




